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研究成果の概要（和文）：本研究は働く乳がん経験者が、職場の上司や同僚とどのようにコミュニケーションを
行い、就労継続のための配慮（＝合理的配慮）を得たのかを明らかにすることを目的とした。研究の手法は、イ
ンタビュー調査と質問紙調査であった。インタビュー調査は12名の乳がん経験者とその上司10名に対して実施し
た。その結果、継続就労している患者は周囲に積極的に情報発信をし、それに応えて上司・同僚が支援を行って
いた。合理的配慮を得るにはまずは患者からの発信が重要であることが明らかになった。またそのためには、が
んについての基本的な知識とがんの罹患について伝えやすい職場の雰囲気・風土が極めて重要であることも明ら
かになった。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to determine how working breast cancer survivors 
communicated with their supervisors and co-workers in the workplace and obtained reasonable 
accommodations to continue working. The study's methodology consisted of an interview survey and a 
questionnaire survey. We conducted interviews with twelve breast cancer survivors and their ten 
supervisors. The results showed that patients who continued working communicated information to 
their supervisors and co-workers actively, and in response, they provided support. It became clear 
that patients must first communicate their concerns to obtain reasonable accommodation. The results 
also revealed that basic knowledge about cancer and a workplace atmosphere encouraging patients to 
express such knowledge is critical.

研究分野：産業保健学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
がん患者の継続就労に関するこれまでの研究は、仕事を続ける際の困難を明らかにするものがほとんどであり、
継続就労に何が必要なのかを検討した研究は少ない。本研究は、就労継続のためには、乳がん経験者からの職場
の上司・同僚に対する情報開示が重要であり、それに応える形で合理的配慮が実現すること、そして情報開示の
ためには、職場のメンバーが、がんに関する基本的な知識を有し、職場で情報開示しやすい雰囲気があることが
極めて重要であることを明らかにした。これはがんと就労継続に重要な要件を明らかにしたという学術的意義
と、働く女性が増加する中で、がんの治療と就労継続という現場での課題に応える社会的意義もある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
医療の進歩により、がんは不治の病から長く付き合う慢性疾患へと変化し、がんの治療をしな
がら働く人が増えている。年間の新規がん罹患数の約 3割は、生産人口年齢である 15～64歳が
占め、男性の 14.1万人、女性の 18.1万人が、がんの治療をしながら働いている。   
女性では 40～50代が乳がんの好発年齢であり、働く女性が増加する中、がんの治療と就労の
両立は重要な課題となっている。乳がん診断後の就労状況については、15％が依願退職、12％
が転職、同じ職場に継続勤務した人は 53％にとどまり、がん患者が働き続けることの難しさが
示唆されている。 
がん患者の就労継続の難しさについて、日本の先行研究および調査では「がん患者は周囲に相
談していないこと」「職場の受け入れ態勢が整っていないこと」「病気のことを職場に伝えたがん
患者は様々な困難を経験していること」が指摘されている。米国の先行研究では、がん患者が治
療と就労を両立するためには、職場での合理的配慮、すなわち病気や障害をもちながら、それを
社会生活上の不利な条件としないために行う調整が不可欠であることが指摘されている。これ
は従業員である患者と職場との相互理解によって実現する。そのプロセスは、まずは患者が職場
に対して、病気や治療の状況に関する情報を必要十分に伝え、就労に必要かつ適切な配慮を要求
することが重要である。 
このように合理的配慮は、患者が職場に働きかけることから始まり、職場がそれに応じること
によって成立するものである。また、職場の対応について患者がフィ―ドバックし、それに基づ
いて職場がさらに対応に工夫を重ね、場合によっては患者側に必要な調整を提案するなどの、継
続的な相互作用の過程であると思われる。しかし、がん患者の就労継続に関する日本の先行研究
では、そのような患者からの主体的な働きかけを主要なテーマとするものは見当たらない。また、
職場の組織的な対応や、患者と職場との継続的な相互作用を扱ったものも少ない。 
 
２．研究の目的 
本研究は、合理的配慮の過程が、患者からの働きかけから発することに着目する。そして、患
者からの働きかけを職場がどのように受け止め、具体的な対応をどのように進めているのか、さ 
らに、その際の課題や困難を検討した。 
 
３．研究の方法 
 まず、働く乳がん経験者 12 名と、彼女らの上司のうち協力が得られた 10名に対するインタビ
ュー調査を、2018 年 5 月～2020 年 10 月に実施した。インタビューは対面もしくはオンライン
で行った。インタビューの主な内容は、乳がん経験者が職場の上司・同僚に対してどのようなコ
ミュニケーションを行ったのか、またそれを上司や同僚がどのように受け止めたのか、であった。 
 インタビュー調査で明らかになった上司や同僚に対する積極的なコミュニケーションを、乳
がん経験者がどの程度行っているのか、またそのような積極的なコミュニケーションの有無と
就労継続、精神健康には関連性があるのかを、質問紙調査によって検討した。質問紙調査には、
がん患者のオンラインネットワークに参加している乳がん経験者 720 名に協力いただき、調査
は 2021 年 12 月に実施した。 
 
４．研究成果 
インタビュー調査の結果 
乳がんを経験した 12 名の働く女性を対象に半構造化インタビューを行い、乳がん治療と仕事
の両立のために、職場の上司や同僚とどのようなコミュニケーションを行ったのかを探索した。
その結果、【がんや治療に向き合うための積極的な情報入手】【がん罹患の開示と周囲の反応】【職
場復職後のメンバーとの関わり方】という 3つのテーマが抽出された。対象者が乳がんに罹患し
ながらも、それを何とか乗り越えようと周囲に働きかけ、工夫を重ねていたこと、そして治療し
ながら働き続けることが当たり前とする職場風土の醸成が求められていることが明らかになっ
た。抽出されたテーマ、カテゴリー、概念コードは以下の通りである。 
 

 

インタビュー調査により抽出されたテーマ、カテゴリー、概念コード(n=12) 

テーマ（3） サブテーマ（8） 概念コード（18） 

1．がんや治療に向き

合うための積極的な

情報入手 

1．会社の資源の活用 産業医との面談 

休暇や働き方に関する情報の収集 

2．会社以外の資源の活用 主治医への積極的な質問 

病院主催の各種セミナーへの参加 

 



ネット上のピアサポートやブログ

の視聴 

学術論文や海外医療サイトの閲覧 

2.がん罹患の開示と

周囲の 

反応 

3．がん罹患を開示した相手 上司や仕事で関係する同僚に限定

して開示 

職場全員への開示 

4．周囲の驚きと受け止め 周囲の驚き、うろたえ 

治療優先の指示 

待っている、続けてほしいという言

葉 

5．がんに関する周囲の知

識・経験の重要性 

がんに関する上司の知識や経験 

がん＝死というイメージ 

3．職場復職後のメン

バーとの関わり方 

6．治療、体調、要望の伝達 治療の経過や症状、体調、要望の共

有 

7．周囲への気遣い 努力を見せる 

感謝を表現する 

8．つかず離れずの付き合い 同僚との交流 

普通に接してもらう 

 
 
質問紙調査 
調査回答者 720 名のうち、乳がん罹患時に就労していた人は 705 名で、乳がんの治療後にも継
続就労していた人は 614 名（90.9％）であった。現在の就労有無と、乳がんに関する職場メンバ
ーへの相談状況についての関連性を分析したところ、上司への相談有無と、現在の就労有無に関
連性が見られ、最初に上司に相談した人では、90.4％が現在も就労を継続していたが、相談しな
かった人の就労継続率は 80.3％で有意な差が見られた。他の職場メンバー（同僚、人事労務担
当者、産業医等）への相談有無と就労との関連性は見られなかった。まずは上司に相談できるか
どうかが、就労継続に重要であることが明らかになった。 
 上司や同僚へのコミュニケーションと職場の協働的な雰囲気の認識との関連性については、
乳がん罹患が分かった時に、上司や同僚に相談した人は、しなかった人よりも、より「職場に協
働的な雰囲気がある」と認識していた。このことから、職場の上司や同僚への病気に関する情報
の開示には、職場の雰囲気が重要であることが明らかになった。上述と合わせると、職場の教量
的な雰囲気は、上司や同僚への相談を促し、特に上司へ相談している人は乳がん罹患後も、就労
継続をしていることが示唆された。 
 質問紙調査のこれまでの分析結果より、インタビュー調査で明らかとなった上司や同僚への
コミュニケーションが、就労継続に重要であること、また上司や同僚に対し、乳がん罹患に関し
て積極的なコミュニケーションが取れるかどうかは職場の雰囲気が重要である、ということが
量的にも明らかにすることが出来た。これらについては今後、パス解析等によりメカニズムを明
らかにしていく予定である。 
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